○産業廃棄物(特別管理産業廃棄物)処理業の許可申請を行おうとする方へ
	       許可申請書の提出先について
 １　許可申請を行うにあたって
  ①  産業廃棄物（特別管理産業廃棄物）の収集運搬又は処分を業として行おうとする事業者は、その区域を

管轄する都道府県知事の許可を受けなければなりません。
  ②  その際、収集運搬業者においては、産業廃棄物を積み込む場所（排出先）と降ろす場所（処分先）の両

方に係る都道府県知事の許可を取得しなければなりません。ただし、指定都市等の区域内において積替え・保管を行おうとする場合には、都道府県知事の許可とは別に積替え・保管を行おうとする指定都市等の長の許可が必要です。
  ③　また、ある都道府県内において、産業廃棄物を積み込む場所・降ろす場所（積み降ろし地）が一つの指定都市等の区域内に限られる場合に必要な許可は、都道府県知事ではなく、その積み降ろし地を管轄する指定都市等の長の許可となります。

  ④  富山県内においては、富山市が指定都市等に該当します。このため、富山県知事の許可は、(ｱ)富山市内で　　　　　　

積替え・保管を行わない場合には富山市を含む県内全域で有効であり、(ｲ)富山市内で積替え・保管を行う　　場合には、富山市を除く富山県内で有効となります。(ｳ)また、富山市長の許可は、富山県での積み降ろし　　場所が富山市内に限られる場合及び富山市内で積替え・保管を行う場合において富山市内で有効となります。
  ⑤  従って、申請書の提出先は、産業廃棄物の積み降ろしを行おうとする区域により、下の図のとおりとなります。
富山県内における産業廃棄物の積み降ろし地

申請書の提出先

富山市内での積替え・保管

富山市内のみ

富山市

富山市以外の富山県内

富山県

富山県内全域

(富山市を含む県内全域)

行う

富山県、富山市

行わない

富山県

  


	       許可申請手続き等について
 ２　許可申請の手続きは？
  ①申請者は、以下のことについて十分了知しておいて下さい。
    ・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下、｢法」という。）を熟知すること。
    ・ （特別管理）産業廃棄物処理業の許可申請に関する新規（更新）講習会を受講し修了していること。
       （講習会修了証は、新規５年間、更新２年間で有効となります。）
    ・ 法に定める「欠格要件」に該当しないこと。
  ②申請手続きについて
    ・　申請に必要な添付書類をそろえて下さい。（登記簿謄本、納税証明書等）
    ・　申請書類を作成して下さい。（ボールペン等（鉛筆は不可）で記入して下さい。なお、修正液等での修

正はしないで下さい。）
    ・　上記申請書一式を揃えて、正本として下さい。
    ・　上記正本をコピーし、副本を作成して下さい。（※この副本については返却しませんので、申請者にお

いてもう一部コピー等を行い、控えを保管しておいて下さい。なお、正本及び副本については、フラットファイルに綴じて提出して下さい。）
    ・　申請書の提出については、輸送時におけるトラブル等を防止するため、直接富山県庁あるいは富山市

役所へ持参して下さい。
  ③許可申請手数料の納入方法
    ・　許可に係る審査手数料の納入方法は、富山県の場合は富山県収入証紙、富山市の場合は銀行振込です｡

なお、収入証紙は、書類の不備が無いことの確認を受けるまでは申請書に貼付しないで下さい。
  ④許可までに要する期間
    ・　標準的な審査期間は、正式に申請書を受理してから約30日間です。


	許可手続きには時間がかかりますので、許可期限あるいは業務開始予定の
１ヶ月前までには申請書を提出できるよう、余裕を持って準備して下さい。


	 ※許可申請手数料
	 産業廃棄物収集運搬業
	 新規許可申請    ８１,０００円
 更新許可申請    ７３,０００円
 変更許可申請    ７１,０００円

	
	
	

	
	
	

	
	 特別管理産業廃棄物収集運搬業
	 新規許可申請    ８１,０００円
 更新許可申請    ７４,０００円
 変更許可申請    ７２,０００円

	
	
	

	
	
	

	
	 産業廃棄物処分業
	 新規許可申請  １００,０００円
 更新許可申請    ９４,０００円
 変更許可申請    ９２,０００円

	
	
	

	
	
	

	
	 特別管理産業廃棄物処分業
	 新規許可申請  １００,０００円
 更新許可申請    ９５,０００円
 変更許可申請    ９５,０００円

	
	
	

	
	
	


 ○許可取得後に必要な手続き等
	      処理業の更新許可申請について
１　処理業を許可期限経過後も継続する場合
①　許可の有効期限は、新規あるいは更新許可の日から原則として５年間です。許可証に記載してある許可の有効期限の日を過ぎると、許可は失効します。
②  有効期限後も引き続いて業を行おうとする場合には、更新許可申請を行い、許可を受ける必要があります。
③　許可期限の２年前から更新許可申請までの間に、産業廃棄物処理業の更新許可講習会を修了して下さい。


	       事業範囲の変更許可申請について
 ２　事業の内容を変更する場合
①　現在許可を受けている事業の内容を変更する場合(許可品目の追加、処理方法の変更、追加)は、あらかじめ事業範囲の変更許
可を受けなければなりません。許可を受けていない廃棄物を処理した場合(例えば、がれき類の許可しか有していない収集運搬業
者が、木くずの収集運搬を行った場合)には、無許可変更となり、罰則が科せられます。
② 　収集運搬業に処分業を追加したり、産業廃棄物処理業に特別管理産業廃棄物処理業を追加しようとする場合などは、それぞれ
の業種の新規許可を受けなければなりません。


※更新又は変更の許可を受けた場合には、旧許可証を返納し、それと引換に新しい許可証を交付します。
	       産業廃棄物（特別管理産業廃棄物）処理業変更（廃止）届出について
 ３　事業を廃止した場合、または社名等を変更した場合
① 　氏名又は名称、住所及び事務所並びに事業場の所在地、法人の代表者や役員、収集運搬車両等の変更や、事業の廃止を行った場合、富山市から新たに積替え・保管の許可を受けた場合又はこれまで受けていた積替え・保管の許可を廃止した場合には、｢産業廃棄物　　処理業廃止(変更)届出書（様式第十一号)｣､「特別管理産業廃棄物処理業廃止(変更)届出書（様式第十七号)｣により、廃止または変更後１０日以内に届出をしなければなりません。（届出を怠った場合は、届出義務違反となります。）

 （許可証の記載事項の変更については、産業廃棄物処理業許可証再交付等申請書の提出により許可証の書換えを受けることができます。）
② 　現在個人で許可を取得している方が、新たに法人を設立し、個人で行っていた処理業を法人で継続して行いたいときは、法人

として改めて新規許可申請を行う必要があります。（代表者あるいは役員が受講した新規許可講習会の修了証が必要となります）。


	廃止届出  
	添付書類等

	事業の全部廃止
	 許可証（原本）※廃止の場合には許可証の返納が必要です。

	事業の一部廃止
	 許可証の写し


	変更届出
	添付書類等

	氏名又は名称
	(個人)住民票(本籍地入り)の写し、成年後見登記制度に登録されていないことの証明書、
法第14条第５項第２号イからヘまでに該当しない旨を記載した書類
 (法人)定款（又は寄附行為）、商業登記簿謄本

	
	

	役員又は政令で定める使用人、百分の五以上の株主又は出資者
	　新たに役員となった方の住民票(本籍地入り)の写し（株主又は出資者が法人である場
合は商業登記簿謄本）、成年後見登記制度に登録されていないことの証明書、法第14条
第５項第２号イからへまでに該当しない旨を記載した書類

	
	

	住所、事務所及び事業場の所在地
	 商業登記簿謄本、付近見取り図、土地登記簿謄本

	事業の用に供する施設（運搬車両､駐車場、積替え保管場所等）並びにその設置場所、構造又は規模等
	(車　両)車両一覧表(全車両)、写真及び車検証の写し(新規の車両のみ)
(その他)構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図及び設計計算書、所有権

（所有権がない場合は使用の権原）を証する書類など許可申請時に添付した書類のうち当該変更に係るもの

	
	

	
	


	       帳簿の記載について
 ４　処理状況の把握
      許可を受けた処理業者は、帳簿を備えて、下記の事項を産業廃棄物の種類ごとに記載し、産業廃棄物の処理

状況を把握しておかなければなりません。
      ○収集運搬                                    ○処分
       １ 収集又は運搬年月日                          １ 受入れ又は処分年月日
       ２ 受入先ごとの受入量                          ２ 受け入れた場合には、受入先ごとの受入量
       ３ 運搬方法及び運搬先ごとの運搬量              ３ 処分した場合には、処分方法ごとの処分量
       ４ 積替え又は保管を行う場合には、積替え又      ４ 処分（埋立処分及び海洋投入処分を除く。)
          は保管の場所ごとの搬出量　等                   後の廃棄物の持出先ごとの持出量　等


	       県外産業廃棄物搬入に係る事前協議
 ５　県外から産業廃棄物を搬入するときは
①  他県で発生した産業廃棄物を県内に搬入する場合には、富山県(富山市)産業廃棄物適正処理指導要綱
    に基づき、県外の排出事業者は富山県知事(富山市長)との間で事前協議を行い、承認を得なければいけ
　　ません｡
②  また、運搬業者及び県内の処分業者は、富山県知事(富山市長)が承認した産業廃棄物でなければ県内
    に搬入及び処分することはできません。


	       産業廃棄物の処理に係る委託契約について
 ６　委託基準に従って適切に委託契約を締結しましょう。
①  廃棄物処理法では、排出事業者が、その産業廃棄物の運搬又は処分を他人に委託する場合における基
    準を定めており、この委託基準に従って、排出事業者と処理業者との間で委託契約を締結しなければな
    りません。
②  委託契約は、必ず書面により行い、その委託契約書には、(1)委託する産業廃棄物の種類及び数量、
    (2)運搬を委託するときは運搬の最終目的地の所在地、(3)処分・再生を委託するときはその場所の所在
    地、方法及び施設の処理能力、(4)委託契約の有効期間、(5)委託者が受託者に支払う料金などが記載さ
    れていなければなりません。なお、運搬及び処分業者がそれぞれ別の場合、排出事業者は、それぞれの
    業者と直接契約を締結することとされています。（二者契約）


	      産業廃棄物管理票（マニフェスト）制度について
 ７　不法投棄防止の為マニフェストを適切に運用しましょう。
 　①  排出事業者が産業廃棄物の処理を他人に委託する場合には、その産業廃棄物の種類、数量、性状、運
   　搬業者名、処分業者名、取扱い上の注意事項等を記載した「産業廃棄物管理票(マニフェスト)」の交付
 　　が義務付けられています。
 　②　本制度は、工場や建設業者など産業廃棄物の処理を委託する事業者が、産業廃棄物の収集運搬、処分
 　　の流れを自分で把握し、不法投棄の防止などの適正な処理を確保することを目的にしています。
 　③　本制度については、紙の伝票によるもの（紙マニフェスト）のほかに、パソコンと電話回線を利用し
 　　た電子マニフェストシステムも選択できます。
 　④　紙マニフェストの購入については、(社)富山県産業廃棄物協会で取り扱っています。
 　⑤　なお、平成13年４月１日より、排出事業者は、産業廃棄物が適正に最終処分されたかを確認するた
め、マニフェストによる最終確認が義務づけられています。


	      収集運搬車に係る表示及び書面の備え付けについて
 ８　平成17年４月１日から収集運搬車に係る表示及び書面の備え付けが義務付けされました。
①　産業廃棄物の収集運搬時には、Ａ：産業廃棄物収集運搬の用に供する運搬車である旨、Ｂ：氏名又は名称、Ｃ：許可番号下６桁（自社運搬の場合不要。）を車体の両側面に鮮明に表示しなければなりません。（文字の大きさは、Ａは５cm以上、Ｂ及びＣは3.2cm以上。）
②　さらに、次の書面を運搬車に備え付けなければなりません。
許可業者の場合：　a　産業廃棄物収集運搬業許可証の写し、b　産業廃棄物管理票（マニフェスト）

自社運搬の場合：　氏名又は名称、住所、運搬する産業廃棄物の種類及び量、産業廃棄物の積載日、積載した事業場の名称、所在地及び連絡先、運搬先の事業場の名称、所在地及び連絡先を記載した書面


	
 
	
	
	

	
	  ・富山県生活環境文化部環境政策課            TEL 076-444-9618     FAX 076-444-3480

	
	　　　　　〒930-0005  富山市新桜町５‐３（第２富山電気ビルディング８階）

	
	

	
	

	
	　・富山市環境部環境政策課                    TEL 076-443-2053     FAX 076-443-2122

	
	　　　　　〒930-8510  富山市新桜町７-３８

	
	

	
	　・（一社）富山県産業資源循環協会             TEL 076-425-8663     FAX 076-425-8665

	
	　　　　　〒930-0083  富山市総曲輪２-１-３（富山商工会議所ビル６Ｆ）

	
	

	
	　・東京法務局民事行政部後見登録課　　　　　　TEL 03-3214-6231

	
	          提出書類郵送先

	
	          〒102-8225  東京都千代田区九段南１-１-１５　九段第２合同庁舎（７階）

	
	    　　　　　　　　　　　（詳細については、最寄の法務局でお尋ね下さい。）

	
	

	
	　・富山地方法務局　　　　　　　　　　　　　　TEL 076-441-0550（代表）

	
	          〒930-0856  富山市牛島新町１１番７号（富山合同庁舎１階）

	
	

	
	  ○なお、電子マニフェストシステムについては、

	
	    （公財）日本産業廃棄物処理振興センター  情報処理センター（TEL 03-5275-7023）まで、

	
	    お問い合わせ下さい。


         産業廃棄物処分業許可申請に必要な書類等
	法人申請
	個人申請
	　　　　　　　添　付　書　類　等
	ﾁｪｯｸ欄
	　　　備　　考

	 ①
	○  許可申請書
	
	・産業廃棄物処分業

　新規・更新：様式第八号

　　変　更　：様式第十号

・特別管理産業廃棄物処分業

　新規・更新：様式第十四号

　　変　更　：様式第十六号

	 ②
	○  事業計画の概要を記載した書類
	
	様式第七号の１～５

	 ③
	○  事業の用に供する施設(保管の場所を除く)の構造

  を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図及び

  設計計算書並びに施設の付近の見取り図

○  事務所及び事業場の位置図
	
	処理フロー図、施設の処理能力の計算根拠、施設の写真（更新の場合は現況写真）等も添付

	 ④
	○  保管の場所の平面図、立面図、構造図、設計計算書等
	
	写真（更新の場合、現在の保管状況が分かる写真）等も添付

	 ⑤
	○  申請者が事業の用に供する施設の所有権を有すること(所有権を有しない場合には、当該施設を使用する権原を有すること)を証する書類
	
	土地登記簿の謄本等

	 ⑥
	・(法人)　定款(または寄付行為)及び登記簿の謄本
・(個人)　 本籍地入り住民票の写し
	
	

	⑦
	
	○  下記の者の本籍地入り住民票の写し
  ・法第１４条第５項第２号ニに規定する役員

  ・百分の五以上の株式を有する株主又は出資者

    （株主又は出資者が法人の場合は登記簿謄本）

　・政令第６条の10に規定する使用人

○  役員、株主及び政令使用人が成年後見登記制度に登録

  されていないことの証明書（法務局にて証明）
	
	政令使用人は該当者がいる場合

	 ⑧
	○  処分を業として行う場合は、処分後の産業廃棄物の処

  理方法を記載した書類
	
	様式第十一号

	 ⑨
	○  産業廃棄物の処分業に関する講習会修了証の写し
(法人)　役員又は代表者

(個人)　申請者
	
	監査役は不可

	 ⑩
	○  事業の開始に要する資金の総額及び資金の調達方法を

  記載した書類
	
	様式第十二号

	⑪
	
	(法人)  （直前３年分の以下の種類）

○　各事業年度における貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表等
○  法人税(国税)の納付すべき額及び納付済額を証す

  る書類（税務署にて証明）

○  税務署に申告した確定申告書の写し（別表１、４）
	
	

	
	⑫
	(個人)

○  資産に関する調書、直前３年の所得税の納付すべき額

  及び納付済額を証する書類

○  税務署に申告した確定申告書の写し（別表１、４）
	
	様式第十三号

	 ⑬
	○  性状の分析を行う設備の概要を記載した書類
	
	特別管理産業廃棄物の場合

	 ⑭
	○  性状の分析を行う者が十分な知識及び技能を有すること    

を証する書類
	
	        〃

	 ⑮
	○  申請者が欠格要件に該当しない者であることを誓約する書面
	
	

	 ⑯
	○  住民との覚書、公害防止協定書の写し等
	
	

	 ⑰
	○  申請者が所有している許可証の写し
	
	


注）成年後見登記制度に定める成年被後見人、被保佐人の登記が無い証明の交付は、法務局で相談すること。 

【許可申請書記載例（産業廃棄物処分業）】
 記載例 ※特別管理産業廃棄物は、特別管理産業廃棄物用の書式にて記載
　　　　　　　　　　　　　　　●鉛筆書きは不可
	産業廃棄物処分業許可申請書

                                                              令和    年    月    日
    富山県知事 　新 田　八 朗　殿

                                         申請者
                                                   〒９３０－８５０１
                                           住  所　富山県富山市新総曲輪１番７号
                                                   富山県商事株式会社
                                           氏  名　　代表取締役　立山　太郎
                                  　       （法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
                                           電話番号　　　076-431-4111
    廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１４条第６項の規定により、産業廃棄物処分業の許可
  を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。
	
←日付は記入しない。
  （書類受理時に記載

します。）
←郵便番号を記載

←住所及び氏名は商業

登記簿あるいは住民

票のとおり記載する。

(住所は都道府県から記載)
←法人の場合は代表

取締役氏名

←押印は省略可(行政書士が申請する場合を除く。)

←新規：必要な事業区分、種類を記載する。

←更新は、許可証の事

業範囲欄に記載のと

おり記載する。

←郵便番号を記載
←事務所所在地を記入する。


←事業を行う所在地を
　記入する。
←事務所と同一の場合

は同上と記載
←詳細は様式第七号の２に記載


	事業の範囲(処分の方法ごとに区分して取り扱う産業廃棄物の種類（当該産業廃棄物に石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等が含まれる場合は、その旨を含む。）を記載すること。)
	　

事業の区分

　　中間処理　脱水

　産業廃棄物の種類
　　　汚泥（無機汚泥に限る。）

（特別管理産業廃棄物であるものを除く。）
（以上１種類）
	

	事 務 所 及 び 事
業 場 の 所 在 地
	 事務所
　　　　〒９３０－８５０１
　　　　富山県富山市新総曲輪１－７       電話番号　　076-431-4111
	

	
	 事業場
        〒９３３－００００

        富山県高岡市○○町１－２         電話番号　　　0766-11-1111
	

	事業の用に供する

すべての施設（施設ごとに種類、設置場所、設置年月日、処理能力、許可年月日及び許可番号（産業廃棄物処理施設設置の許可を受けている場合に限る。）を記載

すること。）
	　

施設の種類　　汚泥の脱水施設

設置場所　　　富山県高岡市○○町１－２

設置年月日　　平成１４年４月１日

処理能力　　　１００ｍ３／日（８ｈ）

許可年月日　　平成１４年３月１日

許可番号　　　第１３－０３号
	

	保管を行う場合には、保管を行うすべての場所の所在地、面積、保管する産業廃棄物の種類（当該産業廃棄物に石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物又は水銀含有ばいじん等が含まれる場合は、その旨を含む。）、処分等のための保管上限及び積み上げることができる高さ
	別紙（保管施設の留意事項）のとおり
	

	事業の用に供する施設の処理方式、構造及び設備の概要
	　

　別紙のとおり
	

	※事 務 処 理 欄
	
	

	
	
	


記載例
                                          （第２面）

	
	
	
	
	

	
	既に処理業の許可（他の都道府県のものを含む｡）を有している場合はその許可番号
	都道府県・市区名
	許　　　　　　可　　　　　　番　　　　　　号
	
←記載しきれない場合は、「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付する。

(富山県の許可や収集運搬業の許可を含め、全ての許可番号を記載する。

 (許可証のコピーを添付)

←住民票記載のとおり
(本籍、住所は都道府県から記載)

←会社登記簿謄本に記載のとおり記載
 (住所は都道府県から記載)
←登記簿役員欄に記載の全役員を記載

←住民票のとおり記載する
(本籍、住所は都道府県から記載)
　※本籍地入り住民票で確認

　※役職名は登記簿役員欄参照

  ※代表取締役
  ※取締役
  ※監査役
  ※顧問
  ※相談役　　等

	
	
	  　富　山　県
	　０１６０５００００００
	

	
	
	    富　山　市
	  ０８５０５００００００
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	申請者（個人である場合）
	

	
	
	( ふ り が な)
氏         名
	生  年  月  日
	本                                     籍
	

	
	
	
	
	住                                     所
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	    （法人である場合）
	

	
	
	(　ふ　　　り　　　が　　　な　)
名     　　　　       　      称
	住                                     所
	

	
	
	(けんちょうしょうじかぶしきがいしゃ)
富山県商事株式会社
	富山県富山市新総曲輪１番７号
	

	
	法定代理人（申請者が法第14条第５項第２号ハに規定する未成年者である場合）
	

	
	
	　　　(個人である場合)
	

	
	
	( ふ り が な)
氏         名
	生  年  月  日
	本                                     籍
	

	
	
	
	
	住                                     所
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	(法人である場合)
	

	
	
	(ふりがな)

名称
	住所
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	役員(法定代理人が法人である場合)
	

	
	
	
	( ふ り が な)
氏         名
	生  年  月  日
	本                                    籍
	

	
	
	
	
	役職名・呼称
	住                                    所
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	役員（申請者が法人である場合）
	

	
	
	( ふ り が な)
氏         名
	生  年  月  日
	本                                     籍
	

	
	
	
	役職名・呼称
	住                                     所
	

	
	
	(たてやま たろう)
立山　太郎
	昭和10年11月３日
	富山県富山市新総曲輪１番７号
	

	
	
	
	代表取締役
	同　　　　　　　　　　　　上
	

	
	
	(たてやま じろう)
立山　次郎
	昭和15年５月５日
	富山県富山市新総曲輪１番７号
	

	
	
	
	取締役
	富山県富山市新総曲輪３番１号
	

	
	
	(たてやま はなこ)
立山　花子
	昭和20年３月３日
	富山県富山市新総曲輪１番７号
	

	
	
	
	監査役
	富山県富山市新総曲輪３番１号
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


記載例
                                          （第３面）
	発行済株式総数の100分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の５以上の額に相当する出資
をしている者（申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をしている者があるとき）
	

	
	
	
	
	
	

	
	 発行済株式の総数
	      　２００　     　株
	出資の額
	     
	←登記簿謄本、定款等により記載
←役員ではないが５％以上の株を所有

←住民票を基に記載
←登記事項証明必要

  (本籍、住所は都道府県から記載)
←他会社が株式を所有している場合は登記簿謄本を添付

	
	( ふ り が な)
氏         名
	生年月日
	保有する株式の数又は出資の金額
	     本                              籍
	

	
	
	
	割           合
	     住                              所
	

	
	(たてやま たろう)
立山　太郎
	昭和10年
11月３日
	    １００株
	   　　　富山県富山市新総曲輪１番７号
	

	
	
	
	      ５０％
	         同　　　　　　　　　　　上
	

	
	（たてやまじろう）
立山　次郎
	昭和15年
10月８日
	      ３０株
	         富山県富山市新総曲輪１番７号
	

	
	
	
	      １５％
	         富山県富山市新総曲輪３番１号
	

	
	(たてやまさぶろう)
立山　三郎
	昭和20年
12月10日
	      １０株
	   　　　富山県富山市新総曲輪１番７号
	

	
	
	
	    　  ５％
	         富山県富山市一番町３番１０号
	

	
	○○しょうじ
○○商事株式会社
	
	      ６０株
	　　　　（代表取締役　○○ ○○）
	

	
	
	
	      ３０％
	         富山県富山市東町○丁目○番○号
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	令第６条の10に規定する使用人（申請者に当該使用人がある場合）
	

	
	( ふ り が な)
氏         名
	生  年  月  日
	本                                     籍
	

	
	
	役職名・呼称
	住                                     所
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	備考
　1　※欄は記入しないこと。

　2　「法定代理人」の欄から「令第6条の10に規定する使用人」までの各欄については、該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないときは、この株式の例により作成した書面に記載して、その書類を添付すること。

　3　「役員」の欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。

　4　都道府県知事が定める部数を提出すること。
	

	※手数料欄
	


記載例：
様式第七号の１（第十条の四第二項第一号、同条第三項、第十条の十六第二項関係）

	事業計画の概要を記載した書類

 １．事業の全体計画（変更許可申請時には変更部分を明確にして記載すること）
       当社は、令和○年に○○社で法人登記し、主に土木・建築業等を行っています。

　また、令和○年には産業廃棄物収集運搬業の許可を取得し、取引先から発生する（例：○○等の作業工程等で排出される汚泥、廃プラスチック類、紙くず、木くず、金属くず、ガラスくずコンクリートくず及び陶磁器くず、がれき類）の収集運搬を行っております。

今回、当社の取引先である○○会社から、トンネルや下水道などの土木工事から発生する建設汚泥の処分（中間処理）の要請があったことから、当社の事業拡大のため新規許可申請を行うものです。
 ２．処分する産業廃棄物（特別管理産業廃棄物）の種類及び処分量等

	

	
	産業廃棄物

（特別管理産業廃棄物）の種類
	処分方法

	処　分　量

（ｔ／月又は

ｍ３／月）
	備                    考

	
	
	
	
	性  状
	予定排出事業場の名称
及び所在地

	１
	 汚　泥

（無機汚泥に限る）
	脱　水
	１００ｍ３/月
	泥　状
	 ○○㈱
 魚津市魚津町２－６

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	

	 備考  取り扱う産業廃棄物（特別管理産業廃棄物）の種類ごとに記載すること。


   ※　産業廃棄物には、業種指定があることから排出事業者の記載に当たっては、配意する必要がある。
       　（業種指定：木くず、繊維くず、紙くず）
   ※ 【汚泥、鉱さい、ばいじん、燃え殻、廃油、廃酸、廃アルカリについては、発生工程及び廃棄物の

性状が分かる書類（計量証明、排出者が作成したＷＤＳ（廃棄物データシート）等）を添付する。】
記載例：
様式第七号の２（第十条の四第二項第一号、同条第三項、第十条の十六第二項関係）

	３．施設の概要

	処理施設の種類
	　　汚泥の脱水施設



	設置場所
	　　富山県高岡市○○町１－２



	設置年月日
	　　平成１４年４月１日

　　（許可年月日：平成１４年３月１日）

　　（許可番号：第１３－０３号）

	処理能力
	　　１００ｍ３／日（８ｈ）



	廃棄物の種類
	　　汚泥（無機汚泥に限る）



	処理施設の処理方式及び設備の概要


	　　○○株式会社製

　　型式：○○－１００型

　　　　　（　　　　　式）

　　公称処理能力：１００ｍ３／日（８ｈ）　

　　動力：　　ｋｗ

　　（施設の概要は別添パンフレットのとおり）

	環境保全設備の概要


	騒音対策

　・
振動対策

　・
粉じん対策

　・

　・

排水対策

　・
地下浸透対策
　・

悪臭対策

　・

　　　　（設備上の各種公害防止対策を明記すること）


記載例：
様式第七号の４（第十条の四第二項第一号、同条第三項、第十条の十六第二項関係）
	 ５．処分業務の具体的な計画（処分業務を行う時間、休業日、組織及び従業員数を含む。）
    １　事業計画

　　　　（事業計画を具体的に記載する）
　　　　当社の取引先である○○会社などから、トンネルや下水道などの土木工事か

　ら発生する建設汚泥の処分（脱水）を実施する。処分する産業廃棄物のチェッ

ク方法は、次のとおりである。

　　　　　・

　　　　　・

     ２　処分業務を行う時間
         就業時間は、午前８時～午後５時まで
         ※　顧客のニーズにより、勤務時間等の変更有り。
     ３　休業日
         祝祭日、日曜日、社内規定による休日
　　 ４　処理施設の維持管理体制

　　　　　施設の維持管理は、次のとおりである。

　　　　　　・

　　　　　　・

　　　　　社内（従業員）教育は、次のとおり実施する。

　　　　　　・

　　　　　　・

　　 ５  組織

　　　　　　　　　　　代表取締役

　　　　　　　　　　　専務取締役

　　　　工事部　　　　リサイクル部　　　　　運輸部

　　　　　　　　　　（産業廃棄物処理

施設技術管理者）

 　　

　　　　作業員　　　　　作業員　　　　　　　作業員

                                   従業員数内訳   　      年    月    日　現在

	役      員
	政令第６条
の10に定め
る使用人
	事  務  員
	運  転  手
	作  業  員
	そ  の  他
	合        計

	    ３
         人
	         人
	    １
        人
	     ５
         人
	６（３）
         人
	         人
	     １５
          人



   申請書の第２面、第３面を基に記載する。また、兼務がある場合には、（　）で記載する。

記載例
様式第七号の５（第十条の四第二項第一号、同条第三項、第十条の十六第二項関係）
	６．環境保全措置の概要
  (1)　中間処理施設において講ずる措置   　 ・　

・

・
・
  (2)　保管施設において講ずる措置
     ・
     ・
　　 ・　

　　　（保管施設の設置場所、保管面積、保管容量等は別紙のとおり）

  (3)　最終処分場において講ずる措置
	
← 産業廃棄物処理施設の維持管理の技術上の基準（規則第１２条の６、規則第１２条の７）を参考に記載する。

← 産業廃棄物の保管に係る基準（政令第６条第２号）を参考に記載する。



保管施設の維持管理の留意事項                                           （例　示）

（※ 申請者が保管施設を設置する場合には、廃棄物の維持管理を適切に行うために必要な事項を記載

   すること。）

１ 保管施設の概要

	① 設 置 場 所
	
	
	

	② 保管する産業

   廃棄物の種類
	
	
	

	③ 面 積（㎡）
	
	
	

	④ 保管に係る施設の処理能力(ｔ/日又は㎥/日)
	(ｔ/日)

(㎥/日)
	(ｔ/日)

(㎥/日)
	(ｔ/日)

(㎥/日)

	⑤ 保管量の上限（ｔ又はｍ3）

※　処分前の保管の場合は

④の14日分（注）以内
	（ｔ）

（㎥）
	（ｔ）

（㎥）
	（ｔ）

（㎥）

	
	平均保管量

（ｔ又はｍ3）
	（ｔ）

（㎥）
	（ｔ）

（㎥）
	（ｔ）

（㎥）

	⑥ 保管の高さ（ｍ）
（最高のもの）
	（ｍ）
	（ｍ）
	（ｍ）

	⑦ 施設の図面、写真(更新の場合は現在の保管状況が分かる写真)、  保管施設の表示
	別紙にて添付
	別紙にて添付
	
別紙にて添付

	⑧ 備考

　 (処分前の保管、処分後の保管等を記載)
	
	
	


注）木くず、コンクリート破片又はアスファルト破片であって、分別されたものを再生するための保管の場合に限り、

木くず又はコンクリート破片は処理能力の28日分、アスファルト破片は処理能力の70日分で算出する。

２ 構造及び設備

 （１）保管施設は屋内に設置する。

 （２）保管施設の囲いは、廃棄物の荷重に対して構造耐力上安全な構造とする。

 （３）保管施設の床面は、浸透防止加工を施した鉄筋コンクリート製とする。

 （４）保管施設の周囲には、鉄筋コンクリート製の十分な容量を有する流出防止堤を設ける。

 （５）保管中の廃棄物からの汚水又は保有水等を集水し、処理する排水処理施設を設置する。

３ 維持管理に際しての留意事項

 （１）保管施設には種類や管理責任者等を記述した表示を行い、廃棄物の適正管理に努める。

 （２）廃棄物が事業所外から見えないように、保管施設の周囲に囲いを設ける（廃棄物が囲いに接する場合は、囲いの高さから５０ｃｍ以下の高さとする。）又は屋内にて保管する。
（３）勾配は５０％（２６．５度）以下とする。

（４）保管量、保管施設整備状況等を記録する。

 （５）粉じんの発生が予想される廃棄物の保管場所には、散水装置を設ける等の粉じん防止及び飛散防

     止対策に努める。

 （６）保管施設の囲いは、周辺環境に配慮した絵画などを描き、イメージアップに努める。

 （７）保管施設の周囲には、植木を植えるなどして緑地化を推進する。

４ 保管方法

 （１）廃棄物は古いものから搬出し、また、保管能力を超えるような保管はしない。

 （２）廃棄物は種類毎に区分し保管する。

 （３）廃棄物の搬入を計画的に行い、２～３ケ月に一回は廃棄物の保管量を無くし、保管施設の清掃、

     整備等に努める。（長期保管による廃棄物の腐敗を防止し、汚水、悪臭等の２次公害を発生させな

     いため）

 （４）廃棄物の分別に努め、廃棄物の再生利用を推進する。
保管施設の表示（例　示）

 ○　処分前の保管の場合

	（処分前）産業廃棄物　保管施設



	産業廃棄物の種類
	

	処分等のための保管上限
	

	管理者
	氏名
	

	
	連絡先
	

	積上げることができる高さ
	



○　処分後の保管の場合

	（処分後）産業廃棄物　保管施設



	産業廃棄物の種類
	

	管理者
	氏名
	


	
	連絡先
	

	積上げることができる高さ
	



様式第十一号（第十条の四第二項第九号、同条第三項、第十条の十六第二項関係）

	処分後の産業廃棄物及び特別管理産業廃棄物の処理方法を記載した書類

	処分後の産業廃棄物の種類


	

	発   生   量

（ｔ／月又はｍ3／月）
	　　

	処理方法
	自己処理
	（処分場所）

	
	委託処理
	（処分業者）

	
	
	（所在地）

	
	   埋立処分     海洋投入処分     中間処理     売却

          中間処理、売却の場合は具体的な方法





	備考  処分後の産業廃棄物の種類ごとに記載すること。


様式第十二号（第十条の四第二項第十二号、同条第三項、第十条の十六第二項関係）


	事業の開始に要する資金の総額及びその資金の調達方法を記載した書類

	内      訳
	金         額 (千円)

	事業の開始に要する

資金の総額
	

	
	土    地
	

	
	事 務 所
	

	
	処理施設
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	調

達

方

法
	自己資金
	

	
	借入金
	

	
	(借入先名)


	

	
	
	

	
	
	

	
	その他
	

	
	増資
	

	
	
	

	
	
	

	備考  内訳欄の事項については、事業計画に応じ適宜変更すること。


問い合わせ先





←申請経緯記載





← 排出事業者の名称、所在地を記載








← 申請書の事業範囲に記載した全種類を記載する





← 沿革を記載





← 騒音、振動等の対策ごとに記載





← 保管施設の図面等を別紙にて添付する。








←産業廃棄物の保管について、処分前の保管なのか、処分後の保管なのか等を記載する。








← 保管場所が屋内なのか屋外なのか等、各施設の状況に応じて、記載する項目を修正する。








６０ｃｍ以上





６０ｃｍ以上





６０ｃｍ以上





６０ｃｍ以上





← （更新で新たな資金調達の必要がない場合）


　「既に事業を行っており、既存の施設等を使用することから、新たな資金等の調達の必要はありません。」等と記載する。





← 資金調達が必要な場合は記載する。





← 購入、建設資金について記載する。
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